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Ｎｏ．１ 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分） 

支給事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

Ｎｏ．２ 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親以外の世帯分） 

支給事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
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Ⅱ 学び合い 力を合わせて 豊かな未来を育もう 
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☆対象者①へ支給準備

☆対象者①へ特別給付金支給（６月３０日）

・広報７月１日号にて周知

対象者②③の申請受付

☆対象者②③へ特別給付金支給（随時）

総合計画区分

事
　
業
　
概
　
要

事業の必要性・
実施の背景

　コロナ禍において物価高騰等が直面する中で、低所得者のひとり親世帯に対し、物価高騰によ
る影響を緩和する支援として、特別給付金を支給する必要がある。

目　的
（何のために）

補正予算書及び説明書該当ページ 21ページ

目標設定
（なるべく定量的な

目標値を記入）

達成時期（いつまでに）

事業実施
スケジュール

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

10月 11月 12月 1月 2月 3月

事業費
積算内容

　・職員手当等（時間外勤務手当）　　   100千円
　・需用費（消耗品費等）　　　　　　     61千円
　・役務費（通信運搬費等）     　　　　 103千円
　・委託料         　　　　　　　　　　　699千円
　・子育て世帯生活支援特別給付金　 27,550千円

令和４年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月

28,513 千円 28,513

目指す成果
（期待される効果）

　児童扶養手当受給者等へ特別給付金を支給することで、コロナ禍で経済的に厳しい、低所得者
の子育て世帯への経済的な支援の一助となる。

令和4年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　物価高騰等によって、コロナ禍で経済的に厳しい状況にある、子育て世帯の生活の安定を図る
ため。

対　象
（誰・何を対象に）

①令和４年４月分の児童扶養手当の受給資格者
②公的年金給付等を受けていることにより児童扶養手当の支給を受けていない方
③新型コロナウイルス感染症の影響を受け、直近の収入が児童扶養手当の対象となる水準
　に下がった方

事業内容
（手段、手法など）

　①～③の対象者に対し、児童１人あたり５万円を支給する。（①申請不要、②③申請必要）

02児童福祉費 目 03家庭支援費

事 業 名 20子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）支給事業

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 03民生費 項

№ 1

基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

目標（何をどのようにする）

　早期にひとり親世帯へ特別給付金を支給する。 令和５年３月

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）支給事業【新規】

担当グループ 福祉部介護障がいグループ
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 ☆対象者①、②へ支給準備

 ☆対象者①、②へ特別給付金支給（7月上旬予定）

☆対象者②の支給準備及び特別給付金支給（随時）

☆対象者③、④、⑤の申請受付及び特別給付金支給（随時）

目標（何をどのようにする）

　早期に対象世帯へ特別給付金を支給する。 令和５年３月

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親以外の世帯分）支給事業【新規】

担当グループ こども未来部こども育成グループ

№ 2

基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 03民生費 項

　新型コロナウイルス感染拡大による経済的な影響から、子育て世帯の生活の安定を図るため。

対　象
（誰・何を対象に）

対象者：下記①～⑤のうち、ひとり親世帯の給付金の支給を受けていない者。

【令和４年度分の住民税均等割が非課税である者】のうち以下の者（申請不要）
①　令和４年４月分の児童手当又は特別児童扶養手当の支給を受けている者
②　令和４年４月１日以降生まれた児童を養育しているなど、令和４年５月分から令和５年３月
分までに児童手当又は特別児童扶養手当の新規認定・増額改定の認定を受けた者

【令和4年度分の住民税均等割が非課税である者】のうち以下の者（申請必要）
③　平成１６年４月２日から平成１９年４月１日までに生まれた児童のみを養育する者
④　①～③の要件を満たす者のうち、公務員の者

⑤　①～③の要件を満たす令和４年度分の住民税均等割が課税されている者のうち、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し令和４年度分の住民税均等割が非課税である者と同
様の事情にあると認められる者（家計急変者）。（申請必要）

事業内容
（手段、手法など）

　上記の対象者に対し、児童１人あたり５万円を支給する。

02児童福祉費 目 03家庭支援費

事 業 名 21子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親以外の世帯分）支給事業

目指す成果
（期待される効果）

　低所得の子育て世帯（ひとり親世帯を除く）に対し、特別給付金を支給することで、新型コロ
ナウイルス感染拡大に伴う子育て世帯への経済的な支援の一助となる。

令和4年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

27,325 千円 27,325

事業費
積算内容

　・職員手当等（時間外勤務手当）　　    616千円
　・需用費（消耗品費等）　　　　　　    558千円
　・役務費（通信運搬費等）     　　　　  321千円
　・委託料         　　　　　　　　　　 2,530千円
　・子育て世帯生活支援特別給付金　  23,300千円

令和4年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

21ページ

目標設定
（なるべく定量的な

目標値を記入）

達成時期（いつまでに）

補正予算書及び説明書該当ページ

総合計画区分

事
　
業
　
概
　
要

事業の必要性・
実施の背景

　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面する低所
得者の子育て世帯（ひとり親世帯を除く）に対する支援として、特別給付金を支給する必要があ
る。

目　的
（何のために）
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